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 １.　概　　要  

 

（１）名 称　　後志広域連合 

 

（２）関 係 町 村　　１０町６村 

島牧村、黒松内町、蘭越町、ニセコ町、真狩村、留寿都村、 

喜茂別町、京極町、倶知安町、共和町、泊村、神恵内村、 

積丹町、古平町、仁木町、赤井川村 

 

（３）設立年月日　　平成１９年４月２４日設立 

 

（４）所　在　地　　北海道虻田郡倶知安町北１条東２丁目　 

後志合同庁舎　車庫棟２階 

 

（５）広域連合長　　黒松内町長　鎌田　　満 （自 令和７年１０月９日） 

 

（６）処理する事務 

・　税の滞納整理事務（平成１９年４月開始） 

・　国民健康保険事務（平成２１年４月開始） 

・　介護保険事務（平成２１年４月開始） 

・　後志広域連合行政不服審査会事務（平成２８年４月開始） 

・　広域化の調査研究事務 

ア　北海道からの権限移譲事務 

イ　その他の事務 

 

（７）関係町村の人口、世帯数及び面積の合計（令和７年１月１日現在） 

・　人　口　　　55,882 人 

（うち６５歳以上　17,284 人） 

・　面　積　　　3,755.59 平方キロメートル 
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（８）関係町村の人口・世帯数・面積規模 

 

 

※１　人口、世帯数、65 歳以上人口は、北海道統計課で公表している令和７年１月１日現在の住民基

本台帳人口・世帯数から引用。 

※２　面積は、国土地理院で公表している令和７年４月１日時点の令和７年全国都道府県市区町村別

面積調から引用。

 
町村名

人口 

（人）

人口構成率 

（％）

世帯数 

（世帯）

65 歳以上人口 

（人）

高齢化率 

（％）

面積 

（㎢）

 
島牧村 1,246 2.2 744 554 44.46 437.18

 
黒松内町 2,446 4.4 1,374 931 38.06 345.65

 
蘭越町 4,501 8.1 2,460 1,736 38.57 449.78

 
ニセコ町 5,551 9.9 3,260 1,295 23.33 197.13

 
真狩村 1,938 3.5 1,002 691 35.66 114.25

 
留寿都村 2,018 3.6 1,197 489 24.23 119.84

 
喜茂別町 1,928 3.5 1,161 729 37.81 189.41

 
京極町 2,776 5.0 1,459 964 34.73 231.49

 
倶知安町 17,120 30.6 10,777 3,584 20.93 261.34

 
共和町 5,364 9.6 2,761 1,858 34.64 304.92

 
泊村 1,420 2.5 842 575 40.49 82.27

 
神恵内村 740 1.3 447 342 46.22 147.79

 
積丹町 1,702 3.0 983 800 47.00 238.13

 
古平町 2,589 4.6 1,623 1,163 44.92 188.36

 
仁木町 3,051 5.5 1,679 1,245 40.81 167.96

 
赤井川村 1,492 2.7 1,039 328 21.98 280.09

 
合計 55,882 100.0 32,808 17,284

平均 

35.87 
3,755.59
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 ２.　沿　革（広域連合設立までの経過） 

 

 

 月　日 経　　過 内　　　　容

 H16. 6.29 町村長会議 □「今後の後志町村自治体のあり方」について提案 

□今後役員会で協議検討することとする。

 10. 7 町村会理事会 □道州制検討会議で検討することとする。

 H17. 4.27 町村会臨時総会 □今後の後志の自治体のあり方について、協議検討す

ることを全町村長に周知確認

      6. 6 町村会理事会 □「後志の自治体のあり方について」研究・検討するメ

ンバー選出・検討結果の協議方法の決定

     6.27 町村会役員会・臨時総会 □研究会の研究・検討結果を町村長会議において協議

していくことの確認

 　　7.15 町村会役員会・後志の自治

のあり方検討会

□各町村への意向調査 

□検討会議月１回開催

 　　8.19 町村会役員会・後志の自治

のあり方検討会

□後志のグランドデザインは広域連携とすることに決定 

□グランドデザイン文案を調整図ることを決定

 　　8.29 町村長会議 □後志のグランドデザインは広域連携とすることに決定 

(将来は、後志が一体となる) 

□広域の手法と広域事務について「職員の検討会議」で

検討し、10月までに検討報告

 9.14 道州制に関する検討会議 □広域行政推進検討委員会設置　(委員 10名) 

 　　9.30 広域行政推進検討委員会議 □広域行政推進の手法は、広域連合による仕組みを基

本とするが、現行法の枠内で実施できないものにつ

いて、法改正の要請をしながら推進する。 

□広域で処理する事務は、広域的かつ効果的に行政運

営を行い 19町村で実施可能なもので、ある程度の財

政効果が見込まれる事務の検討

 10. 7 町村会理事会 □道州制検討会議で検討する。

 　　10.12 広域行政推進検討委員会議 □広域事務の13項目について、課題、問題点整理 

 10.31 広域行政推進検討委員会議 □奈井江町（空知中部広域連合）視察 

□広域事務の13項目について、課題、問題点整理

 　11. 9 道州制に関する検討会議 □広域行政推進に関する検討報告（広域行政推進検討

委員会） 

□広域連携は現行法の広域連合を基本とすることの確

認(広域事務は 13項目可能) 

 

-3-



 月　日 経　　過 内　　　　容

 H17.11.21 町村会役員会・後志の

自治のあり方検討会

□広域連携は現行法の広域連合を基本とする。 

広域事務は13項目で条件の整ったものから順次進める。 

□広域連合発足に向けて準備委員会設置。４月に事務局体

制スタート

 11.30 後志町村長会議 □広域行政推進に関する検討についての議論経過と検討報

告 

□後志グランドデザインについて全員賛同により決定 

□広域連合発足に向けて準備委員会設置。委員会、幹事会、

専門部会、事務局を設置し、H18年４月に事務局体制をス

タートすることで了承

 12.16 □北海道町村会が町村のあり方のグランドデザインを知事

に提出

 12.20 町村会役員会・後志の

自治のあり方検討会

□事務局体制の決定 

※発足時５名体制とする(蘭越町・倶知安町・黒松内町・

岩宇・北後志　各１名) 

□広域連合準備委員会に伴う経費は人件費事務費等を19町

村で負担することに決定 

□広域連合準備委員会設立総会―H18年１月 24日開催 

□後志グランドデザイン策定報告及び広域行政推進体制に

関する支援(後志支庁長に対して要望)

 12.26 後志町村会役員 □後志グランドデザイン策定報告及び広域行政推進体制に

関する支援を知事、道地域振興室長に対し報告要請

 H18. 1.24 町村長会議・連合準備

委員会設立総会

□後志広域連合準備委員会規約制定 

□後志広域連合準備委員会役員の選出 

□後志広域連合準備委員会幹事会設置規程制定 

□後志広域連合準備委員会専門部会設置要領制定 

□後志広域連合準備委員会事務局設置規程制定 

□後志広域連合準備委員会予算 

□後志広域連合準備委員会事務局派遣町村５名決定 

□事務局室H18 年４月１日よりスタート 

（支庁２階７号会議室）

  2. 2 町村助役会議・幹事会 □広域連合発足に関する考え方 

□幹事長、副幹事長選出

 3.28 第２回幹事会会議 □広域連合準備委員会組織について 

□広域連合準備委員会事務局体制について 

□広域連合準備委員会スケジュールについて 

□当面する広域事務について

  4. 3 後志広域連合準備委員

会事務局設置

辞令交付 
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 月　日 経　　過 内　　　　容

 H18. 4.12 後志広域連合に係る打合わ

せ会議

□広域連合事務について 

 4.26 町村長会議 □広域連合準備委員会予算について 

□広域連合準備委員会広域事務の今後の進め方

 4.27 第３回幹事会会議 □専門部会の設置について(９専門部会設置) 

□重点項目等の選定について（重点５項目決定）

 5. 9 先進地研修 □富良野市（富良野地区広域市町村圏振興協議会） 

・国保、老健、介護保険事業の広域化について

 5.10 先進地研修 □東川町（大雪地区広域連合） 

・広域連合設立に向けての調査研究について

 5.15 第１回総務専門部会 □部会長、副部会長の選出について 

□今後の進め方について

  5.15 第１回税務専門部会 □部会長、副部会長の選出について 

□税の徴収に係る業務の範囲について 

□今後の進め方について

 5.16 第１回消防専門部会 □部会長、副部会長の選出について 

□今後の進め方について

 5.17 第１回国保・老健専門部会 □部会長、副部会長の選出について 

□今後の進め方について

  5.17 第１回介護保険専門部会 □部会長、副部会長の選出について 

□今後の進め方について

 5.22 第１回環境衛生専門部会 □部会長、副部会長の選出について 

□今後の進め方について

 5.22 第１回農業委員会専門部会 □部会長、副部会長の選出について 

□今後の進め方について

 5.23 第１回学校給食専門部会 □部会長、副部会長の選出について 

□今後の進め方について

 5.24 第１回教育委員会専門部会 □部会長、副部会長の選出について 

□今後の進め方について

 5.25 町村長会議 □広域連合準備委員会設置規則の一部改正 

□広域連合準備委員会推進状況

 6. 6 第２回税務専門部会 □後志広域連合における滞納整理の基本的な考え方

について 

□税の徴収業務に関する実態調査について

 6. 6 第２回国保・老健専門部会 □保険税の取り扱いについて 

・事務内容について　 

・先進地研修について

   6. 8 環境衛生専門部会  

岩宇地区小部会

□小部会長の選出について 

□地域の現状、課題等について
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 月　日 経　　過 内　　　　容

 H18. 6. 9 第２回介護保険専門部会 □介護保険事務の広域処理について 

□先進地研修について

 6.12 第２回農業委員会専門部会 □広域事務事業の事例について 

□広域事務事業として取り組める項目検討

 6.13 環境衛生専門部会  

羊蹄山麓地区小部会

□小部会長の選出について 

□地域の現状、課題等について

 6.21 環境衛生専門部会 

南後志地区小部会

□小部会長の選出について 

□地域の現状、課題等について

  6.29 第３回税務専門部会 □後志広域連合における滞納整理の基本的な考え方に

ついて 

□税の徴収業務に関する実態調査について

 6.29 環境衛生専門部会  

北後志地区小部会

□小部会長の選出について 

□地域の現状、課題等について

 6.30 専門部会先進地研修 

(国保・介護部会合同 

視察)

□奈井江町（空知中部広域連合） 

・国保、老健、介護保険事業の広域化について

 7. 4 第２回総務専門部会 □広域連合の議会の組織及び議員の選挙方法について 

□広域連合の長、選挙管理委員会その他執行機関の組織

及び選任の方法について

 7. 5 第３回農業委員会専門部会 □農業委員会専門部会調整案について 

 7. 5 第２回環境衛生専門部会 □各地域の現状、課題等について 

□中間報告に向けての調整方針について

 7. 6 第２回学校給食専門部会 □給食事務の広域化における課題について 

 7. 7 第３回介護保険専門部会 □介護保険事務の広域処理について 

□先進地研修について（報告）

 7.10 第３回国保・老健専門部会 □国保、老健事務の広域処理について 

□先進地研修について（報告）

 7.10 第２回消防専門部会 □広域連合へ移行した場合の組織体系等について 

□今後の検討課題について

 7.13 第２回教育委員会専門部会 □教育委員会事務の広域化における課題について 

 7.14 第４回税務専門部会 □後志広域連合における滞納整理の考え方及び基本方針 

（案）について

 7.18 第３回学校給食専門部会 □課題検討のための19町村区域分けについて 

  7.19 第３回消防専門部会 □幹事会中間報告のまとめ 

 7.27 第４回幹事会会議 □各専門部会の中間報告について 
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 月　日 経　　過 内　　　　容

 H18. 8. 2 第４回介護保険専門部会 □第４回幹事会(中間報告)について(報告) 

□介護保険事務の広域処理についての検討

 8. 8 第４回国保・老健専門部会 □第４回幹事会(中間報告)について(報告) 

□国保・老健事務の広域処理についての検討

 8. 8 第３回総務専門部会 □幹事会からの再検討事項について 

・広域連合議会の議員定数について 

・助役の選任について 

・指定金融機関について 

□その他 

・経費の負担方法について 

・共通経費（人件費）について 

・後志広域連合例規等制定一覧表（案）

 8. 9 第５回税務専門部会 □後志広域連合における滞納整理の考え方等について 

 8.10 町村長会議 □広域連合準備委員会事務中間報告 

□９月議会行政報告内容について 

□４項目(税・国保・老健・介護)の実施可能性について

 8.10 第５回介護保険専門部会 □介護保険事務の広域処理についての検討 

 8.11 第３回環境衛生専門部会 □中間報告の再調整について 

 8.22 第５回幹事会会議 □各専門部会の経過報告について                    

・各業務の方向性等について 

・組織案・負担金案協議

 8.24 町村長会議 □確認事項 

・H19.４広域連合発足（税・国保・老健・介護） 

・H19.４税徴収事務実施 

・H20.４国保・老健・介護事務実施 

・消防　H20.４実施に向けて検討

 8.29 第６回税務専門部会 □後志広域連合における滞納整理の人員体制等について

 9. 6 第７回税務専門部会 □後志広域連合における滞納整理の人員体制等について

 9. 6 第６回介護保険専門部会 □第５回幹事会(中間報告)について(報告) 

□介護保険事務経費についての検討 

・経費負担方法について 

・経費の試算について

 9. 8 第４回環境衛生専門部会 □中間報告後の経過について 

□最終報告（案）について
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 月　日 経　　過 内　　　　容

 H18. 9.11 

 

第５回国保・老健専門部会 □第５回幹事会(中間報告)について(報告) 

□国保・老健事務経費についての検討 

・経費の負担方法について 

・経費の試算について

 9.20 環境衛生専門部会  

施設小部会

□最終報告（案）について

 9.29 第４回総務専門部会 □後志広域連合規約（案）について 

□地方自治法の一部改正に伴う執行機関の組織について 

□後志広域連合組織体制について 

□経費の負担方法（案）について

 9.29 第７回介護保険専門部会 □介護保険事務の調整方針の変更について 

□介護保険事務の広域処理及び事務経費についての検討

 10. 3 第６回幹事会会議 □各専門部会の経過報告について 

□規約（案）・組織（案）・負担金（案）について

 10. 5 第７回幹事会会議 □各専門部会の経過報告について 

□規約（案）・組織（案）・負担金（案）について

 10.12 広域連合準備委員会 □後志広域連合規約（案）について 

□後志広域連合組織体制（案）について 

□経費の負担方法（案）について

 10.17 第８回介護保険専門部会 □介護保険事務の広域処理及び事務経費についての検討

 10.23 第６回国保・老健専門部会 □国保事務の広域処理及び事務経費についての検討 

 10.24 第８回税務専門部会 □滞納整理に要する経費の負担方法について 

□北海道特別調整交付金について

 10.25 第５回総務専門部会 □後志広域連合規約（案）について 

□後志広域連合組織体制について 

□共通経費（案）について 

□例規整備作業ワーキンググループの設置について 

□電算検討ワーキンググループの設置について

 10.26 第４回消防専門部会 □消防の広域化について 

 10.27 第１回電算検討ワーキン

ググループ会議

□広域連合におけるシステム関係についての検討

 10.31 第８回幹事会会議 □各専門部会の経過報告について 

□規約（案）・組織（案）・負担金（案）について

 11. 9 第２回電算検討ワーキン

ググループ会議

□「ハープ」概要について

 11.10 第１回例規整備作業ワー

キンググループ会議

□後志広域連合条例(案)の整備について
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 月　日 経　　過 内　　　　容

 H18.11.10 第９回幹事会会議 □後志広域連合規約（案）について 

□後志広域連合組織体制（案）について 

□経費の負担方法（案）について

 11.16 広域連合準備委員会 □後志広域連合規約(案)について 

・規約への前文又は目的条項の記載について 

・広域連合の処理する事務について(第４条関係) 

・広域連合が作成する広域計画の項目について 

(第５条関係) 

・広域連合の事務所について(第６条関係) 

・広域連合の執行機関の組織について 

(第11条～第16条関係) 

□町村負担金について 

・H19年度町村負担金(案)について 

・H20年以降町村負担金(案)について

 11.30 幹事会ブロック代表者会

議

□広域連合職員の派遣について 

 12. 4 広域行政担当者会議 □これまでの経過について 

□町村送付済資料について

     12.22 町村会役員会 □今後のスケジュールについて

     12.26 広域連合準備委員会 □広域連合設立準備スケジュールについて 

□広域連合の効果について

     12.28 第10回幹事会会議 □広域連合設立準備スケジュールについて 

□広域連合の効果について 

□町村負担金の見直しについて 

□町村から広域連合へ職員派遣に関する基本的な考え方

について

 H19. 1. 9 部会長会議 □町村負担金の見直しについて 

  1.15 後志広域連合設立に関

する打ち合わせ会議 

（町村会役員会）

□町村負担金の見直案について

  1.16 町村負担金見直案に対

する経過説明

□余市町訪問

  1.17 町村負担金見直案に対

する経過説明

□岩内町・寿都町訪問

  1.18 第 11 回幹事会会議 □町村負担金の見直しについて 

□町村から広域連合への職員派遣の割振り(案)について
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 月　日 経　　過 内　　　　容

 H19. 1.31 広域連合準備委員会 □町村負担金の見直し及び経過について 

□後志広域連合規約案議決の方向について 

□広域連合の設立について

 2. 7 後志広域連合設立に関する

支援協力要請

□島牧村 

 2. 8 後志広域連合設立に関する

支援協力要請
□仁木町・古平町・積丹町・神恵内村・倶知安町 

 2. 9 後志広域連合設立に関する

支援協力要請
□ニセコ町・真狩村・留寿都村・喜茂別町 

 2. 9 幹事会ブロック代表者会議 □広域連合への職員派遣について 

 2.13 第 12 回幹事会会議 □後志広域連合負担金について 

□広域連合への派遣職員（案）について

 2.19 広域連合準備委員会 □16町村による後志広域連合設立について 

 2.26 広域連合準備委員会 □16町村による後志広域連合設立について 

 3.26 広域連合準備委員会 □後志広域連合設立許可申請等について 

 4. 2 許可申請書提出 □後志広域連合設立許可申請を知事に提出（支庁経由） 

 4.13 第 13 回幹事会会議 □後志広域連合設立に至るまでの経過報告 

 4.19 広域連合準備委員会 □H18年度後志広域連合準備委員会決算見込みについて 

□H19年度後志広域連合準備委員会予算（案）について 

□広域連合長職務執行者について 

□広域連合長選挙について 

□広域連合議会までに必要な専決処分について 

□広域連合設立式について 

□町村負担金の徴収方法案について

 4.24 後志広域連合許可（設立式） □広域連合設立式 

□後志広域連合長選挙
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 ３.　後志広域連合に係る各計画の策定について  

 

（１）広域計画 

ア　第３次後志広域連合広域計画 

○　計画期間：平成29年度～令和３年度 

イ　第４次後志広域連合広域計画 

○　計画期間：令和４年度～令和８年度 

 

（２）国民健康保険事業計画 

ア　後志広域連合第２期保健事業実施計画（データヘルス計画） 

○　計画期間：平成30年度～令和５年度 

イ　後志広域連合第３期特定健康診査等実施計画 

○　計画期間：平成30年度～令和５年度 

ウ　後志広域連合第３期保健事業実施計画（データヘルス計画） 

○　計画期間：令和６年度～令和11年度 

エ　後志広域連合第４期特定健康診査等実施計画 

○　計画期間：令和６年度～令和11年度 

 

（３）介護保険事業計画 

ア　第８期後志広域連合介護保険事業計画 

○　計画期間：令和３年度～令和５年度 

イ　第９期後志広域連合介護保険事業計画 

○　計画期間：令和６年度～令和８年度 

 

（４）後志広域連合における女性職員の活躍の推進に関する特定事業主行動計画 

○　計画期間：平成28年度～令和７年度 

 

（５）地球温暖化対策実行計画　 

ア　後志広域連合地球温暖化対策実行計画 

○　計画期間：平成29年度～令和３年度 

イ　第２次後志広域連合地球温暖化対策実行計画 

○　計画期間：令和４年度～令和８年度
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 ５.　後志広域連合議会  

 

（１）議 員 数　　法定数　16 人 

現　員　16 人（各町村より各１名） 

※　関係町村の議会の議員のうちから、関係町村の議会におい

て選挙する。（後志広域連合規約第８条） 

 

（２）任 期　　任期は、関係町村議会の議員としての任期による。（後志広域連

合規約第９条） 

 

（３）議員報酬　　あり 

 

（４）費用弁償　　あり 

 

（５）議会構成　　 

 

 

 

 

 

議　長　　岩井　英明　（赤井川村） 

副議長　　青羽　雄士　（ニセコ町） 

議会運営委員会委員長　　熊谷　雅幸　（蘭越町） 

　　〃　　　副委員長　　稲葉　寛久　（神恵内村） 

　　〃　　　委員　　　　中村　厚子　（京極町） 

　　〃　　　委員　　　　堤　富佐代　（留寿都村） 

　　〃　　　委員　　　　山本　俊三　（積丹町） 

監査委員（議会選任）　　古谷　眞司　（倶知安町） 

 

（６）定 例 会　　年２回（２月、11 月） 

 

（７）事 務 局　　定数２人（局長・書記） 

現員２人（局長・書記兼務） 

議　　長

副　議　長

議　　会

議会運営委員会委　員　会
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 ６.　後志広域連合規約  

 

第１章 総則 

  （広域連合の名称） 

第１条  この広域連合は、後志広域連合（以下「広域連合」という。）という。 

  （広域連合を組織する地方公共団体） 

第２条　広域連合は、島牧村、黒松内町、蘭越町、ニセコ町、真狩村、留寿都村、

喜茂別町、京極町、倶知安町、共和町、泊村、神恵内村、積丹町、古平町、仁木

町及び赤井川村（以下「関係町村」という。）をもって組織する。 

  （広域連合の区域） 

第３条　広域連合の区域は、関係町村の区域とする。 

  （広域連合の処理する事務） 

第４条　広域連合は、次に掲げる事務を処理する。 

　(1) 町村税及び個人道民税の滞納整理に関する事務 

　(2) 国民健康保険事業に関する事務（国民健康保険直営診療施設に係る事務を除

く。） 

　(3) 介護保険事業に関する事務 

　(4) 後志広域連合行政不服審査会に関する事務 

　(5) 次に掲げる広域化の調査研究に関する事務   

    ア　北海道からの事務権限の移譲に関すること。 

    イ　その他広域にわたる重要な課題で第 11 条に規定する広域連合長が必要と

認める事項に関すること。 

  （広域連合が作成する広域計画の項目） 

第５条　広域連合が作成する広域計画は、次の項目について記載するものとする。 

　(1) 町村税及び個人道民税の滞納整理事務に関連して広域連合及び関係町村が

行う事務に関すること。 

　(2) 国民健康保険事業に関連して広域連合及び関係町村が行う事務に関するこ

と。 

　(3) 介護保険事業に関連して広域連合及び関係町村が行う事務に関すること。 

　(4) 後志広域連合行政不服審査会事業に関連して広域連合及び関係町村が行う

事務に関すること。 

　(5) 次に掲げる広域化の調査研究に関する事務 

    ア　北海道からの事務権限の移譲に関すること。 

    イ　その他広域にわたる重要な課題で広域連合長が必要と認める事項に関す

ること。 

　(6) 広域計画の期間及び改定に関すること。 

  （広域連合の事務所） 

第６条　広域連合の事務所は、北海道虻田郡倶知安町内に置く。 
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　　　第２章  議会 

  （広域連合の議会の組織） 

第７条　広域連合の議会の議員（以下「広域連合議員」という。）の定数は、16

人とする。 

  （広域連合議員の選挙の方法） 

第８条　広域連合議員は、関係町村の議会の議員のうちから、関係町村の議会にお

いて選挙する。 

２　関係町村において選挙すべき広域連合議員の定数は、それぞれ１人とする。 

３　関係町村の議会における選挙については、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）

第 118 条の例による。 

４　広域連合の議会の解散があったとき又は広域連合議員に欠員が生じたときは、

速やかにこれを選挙しなければならない。 

　（広域連合議員の任期） 

第９条　広域連合議員の任期は、関係町村の議会の議員としての任期による。 

  （広域連合の議会の議長及び副議長） 

第１０条　広域連合の議会は、広域連合議員のうちから議長及び副議長各１人を選

挙しなければならない。 

２　議長及び副議長の任期は、広域連合議員の任期による。 

　　　第３章　執行機関 

  （広域連合の執行機関の組織） 

第１１条　広域連合に、広域連合長及び副広域連合長１人を置く。 

　（広域連合の執行機関の選任の方法） 

第１２条　広域連合長は、関係町村の長のうちから関係町村の長が投票によりこれ

を選挙する。 

２　前項の選挙は、広域連合の事務所において行うものとする。 

３　広域連合長が欠けたときは、速やかに、これを選挙しなければならない。 

４　副広域連合長は、広域連合長が広域連合の議会の同意を得てこれを選任する。 

（広域連合の執行機関の任期） 

第１３条　広域連合長の任期は、関係町村の長としての任期による。 

２　副広域連合長の任期は、４年とする。ただし、広域連合長は、任期中において

これを解職することができる。 

  （副広域連合長の職務） 

第１４条　副広域連合長は、広域連合長を補佐し、その補助機関である職員の担任

する事務を監督し、広域連合長に事故があるとき、又は広域連合長が欠けたとき

は、その職務を代理する。 

  （会計管理者） 

第１５条　広域連合に、会計管理者１人を置く。 

２　会計管理者は、広域連合長の補助機関である職員のうちから広域連合長が命ず

る。 
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  （補助職員） 

第１６条　広域連合に、第 11 条に規定するもののほか、この広域連合に必要な職

員を置く。 

２　前項の職員は、広域連合長がこれを任免する。 

  （選挙管理委員会） 

第１７条　広域連合に、選挙管理委員会を置く。 

２　選挙管理委員会は、４人の選挙管理委員をもってこれを組織する。 

３　選挙管理委員は、関係町村の選挙権を有する者で、人格が高潔で、政治及び選

挙に関し公正な識見を有するもののうちから、広域連合の議会においてこれを選

挙する。 

４　選挙管理委員の任期は、４年とする。 

  （監査委員） 

第１８条　広域連合に、監査委員２人を置く。 

２　監査委員は、人格が高潔で、広域連合の財務管理、事業の経営管理その他行政

運営に関し優れた識見を有する者（次項において「識見を有する者」という。）

及び広域連合議員のうちから、広域連合長が、広域連合の議会の同意を得て選任

する。この場合において、議員のうちから選任する監査委員の数は１人とする。 

３　監査委員の任期は、識見を有する者のうちから選任される者にあっては４年と

し、広域連合議員のうちから選任される者にあっては広域連合議員の任期によ

る。 

　　　第４章　経費 

  （広域連合の経費の支弁の方法） 

第１９条　広域連合の経費は、次に掲げる収入をもって充てる。 

　(1) 関係町村の負担金 

　(2) 事業収入 

　(3) 国及び北海道の支出金 

　(4) 地方債 

　(5) その他の収入 

２　前項第１号に規定する負担金の額は、広域連合の予算において定めるものと

し、その負担割合は、別表のとおりとする。 

　　　第５章　雑則 

  （規則への委任） 

第２０条　この規約の施行に関し必要な事項は、広域連合長が規則で定める。 

　　　附　則 

  （施行期日） 

１  この規約は、北海道知事の許可のあった日から施行する。ただし、第４条第２

号及び第３号の規定は、平成 20 年４月１日から施行する。 

  （経過措置） 

２　第４条第２号及び第３号に規定する事務については、平成 20 年３月 31 日まで

-16-



  

の間、準備行為を行うものとする。 

３　当分の間、第 19 条第１項第１号に掲げる関係町村の負担金のうち介護認定審

査会の設置運営に要する経費については、同条第２項の規定による別表２(3)③

に掲げる負担割合にかかわらず、次の表の関係町村は、同表に掲げる負担割合と

する。 

　備考１　負担割合は、各地区ごとに設置される介護認定審査会の設置運営に要す

る経費の総額に乗ずるべき割合とする。 

　　　２　負担割合の額に円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てる。 

　　　附　則（平成 20 年２月４日市町村第 1959 号指令） 

  （施行期日） 

１  この規約は、北海道知事の許可のあった日から施行する。ただし、第４条第２

号及び第３号の規定は、平成 21 年４月１日から施行する。 

  （経過措置） 

２　第４条第２号及び第３号に規定する事務については、平成 21 年３月 31 日まで

の間、準備行為を行うものとする。 

附　則（平成 21 年１月９日届出） 

この規約は、北海道知事がこの規約の制定についての届出を受理した日から施行

する。 

附　則（平成 21 年３月 30 日届出） 

この規約は、北海道知事がこの規約の制定についての届出を受理した日から施行

する。 

附　則（平成 24 年１月 25 日届出） 

この規約は、北海道知事がこの規約の制定についての届出を受理した日から施行

する。 

附　則（平成 25 年２月４日届出） 

この規約は、北海道知事がこの規約の制定についての届出を受理した日から施行

する。 

附　則（平成 26 年４月１日届出） 

この規約は、北海道知事がこの規約の変更についての届出を受理した日から施行

 地　区　名 関係町村名 項　　目 負担割合

 

南後志地区 島 牧 村、黒松内町

均 　等 　割 ３３．３３％

 高齢者人口割 ３３．３３％

 介護認定審査件数割 ３３．３３％

 

羊蹄山麓地区

蘭 越 町、ニセコ町 

真 狩 村、留寿都村 

喜茂別町、京 極 町 

倶知安町

均 　等 　割 ５０．００％

 
高齢者人口割 ５０．００％

 
北後志地区

積 丹 町、古 平 町 

仁 木 町、赤井川村

均 　等　 割 ５０．００％

 高齢者人口割 ５０．００％
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し、この規約による変更後の附則第３項の規定は、平成 26 年度以後の年度分の負

担額について適用する。 

附　則（平成 27 年４月１日届出） 

この規約は、北海道知事がこの規約の変更についての届出を受理した日から施行

し、この規約による変更後の別表２⑶②の規約は、平成 27 年度以後の年度分の負

担額について適用する。 

附　則（平成 27 年７月 10 日届出） 

この規約は、北海道知事がこの規約の変更についての届出を受理した日から施行

し、この規約による変更後の別表２⑶⑤の規定は、平成 27 年度以後の年度分の負

担額について適用する。 

　　　附　則（平成 28 年１月 20 日市町村第 3864 号指令） 

　この規約は、平成 28 年４月１日から施行する。 

　　　附　則（平成 28 年３月 30 日届出） 

　この規約は、平成 28 年４月１日から施行する。ただし、別表２(3)②の変更規定

は、平成 28 年３月１日から適用する。 

　　　附　則（平成 29 年４月 11 日後地政第 104 号指令） 

　この規約は、北海道知事の許可のあった日から施行する。 

　　　附　則（平成 30 年３月 28 日届出） 

　この規約は、平成 30 年４月１日から施行する。
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別表（第１９条関係） 

 

１　共通経費（総務管理費、議会費等） 

２　第４条の広域連合で処理する事務関係 

　(1) 滞納整理に要する経費（第４条第１号関係） 

　(2) 国民健康保険事業（国民健康保険直営診療施設に係る事務を除く。）に要す

る経費（第４条第２号関係） 

  　①　国民健康保険事業費納付金等に要する経費 

    　　国民健康保険事業に要する費用に充てるため、地方税法（昭和 25 年法律

第 226 号）第 703 条の４第１項及び第２項の規定に基づく分賦金の賦課総額

は、当該年度の支出に要する見込額から当該年度における道補助金及びその

他の収入見込額を控除した額とする。 

  　②　管理に要する経費 

(3) 介護保険事業に要する経費（第４条第３号） 

  　①　保険給付に要する経費 

　　　　保険給付費及び財政安定化基金拠出金の実績額から、介護保険料、国庫支

出金、支払基金交付金及び道支出金を控除した額を基準とし、関係町村ごと

の介護保険給付実績額から関係町村ごとの第３者納付金及び返還金等を控

除した額に応じた負担額とする。 

  　②　地域支援事業に要する経費 

    　　介護予防・日常生活支援総合事業に要する経費から介護保険料、国庫支出

金、支払基金交付金及び道支出金を控除した額と介護予防・日常生活支援総

合事業以外の地域支援事業に要する経費から介護保険料、国庫支出金及び道

支出金を控除した額を負担額とする。 

 
項　　　　　目 負　担　割　合

 
均 　  　 等  　 　 割 ３５　　％

 
基 準 財 政 需 要 額 割 ６５　　％

 
項　　　　　目 負　担　割　合

 
均 　 　 等 　 　 割 ３５　　％

 
処 理 件 数 割 ５０　　％

 
徴 収 実 績 割 １５　　％

 
項　　　　　目 負　担　割　合

 
均 　  　 等  　 　 割 ３５　　％

 
国民健康保険被保険者割 ６５　　％
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　　③　介護認定審査会の設置運営に要する経費 

　④　管理に要する経費 

⑤　低所得者の介護保険料軽減に要する経費 

　　　　介護保険法（平成９年法律第 123 号）第 124 条の２第１項に規定する額か

ら同条第２項及び第３項に規定する額を控除した額を負担額とする。 

(4) 後志広域連合行政不服審査会に要する経費（第４条第４号） 

　　　後志広域連合行政不服審査会に諮問した関係町村が負担する。 

　(5) 広域化の調査研究に要する経費（第４条第５号） 

３　前２項に定めるもののほか、特別経費が生じる場合には、関係町村の協議によ

りその負担割合を定めるものとする。 

 

　備考 

１　基準財政需要額割は、前年度の数値による。 

２  処理件数割は、町村からの引受件数による。 

３　徴収実績割は、前々年度の実績による。 

４　国民健康保険被保険者割は、前々年度の年間平均被保険者の数値による。 

５  介護認定審査件数割は、前々年度の実績による。 

６  高齢者人口割は、前々年度の１月１日現在の住民基本台帳の高齢者人口による。

 
項　　　　　目 負　担　割　合

 
均 　  等 　  割 ３５  　％

 
高 齢 者 人 口 割 ３２．５％

 
介護認定審査件数割 ３２．５％

 
項　　　　　目 負　担　割　合

 
均 　  等 　  割 ３５　　％

 
高 齢 者 人 口 割 ６５　　％

 
項　　　　　目 負　担　割　合

 
均 　  　 等 　 　  割 ３５　　％

 
基 準 財 政 需 要 額 割 ６５　　％
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 ７.　令和 7 年度後志広域連合当初予算の概要  

 

○　令和７年度の後志広域連合一般会計、国民健康保険事業特別会計、介護保険

事業特別会計の概要については、一般会計及び特別会計を合わせた全体の予算

総額が 135 億 7,888 万円で、前年度との比較では 1 億 553 万円（0.8％）の増

額。 

　会計別では、一般会計が 44 万円（0.2％）の増額、国民健康保険事業特別会

計は１億 87 万円（△1.4％）の減額、介護保険事業特別会計は 2 億 595 万円

（3.3％）の増額。 

 

　　○　過去５年間の予算推移について　　　　　　　　　　　　（単位：千円） 

195,791 198,535 203,244 203,511 203,957

7,314,090 6,995,859 6,959,968 7,042,971 6,942,093

6,470,493 6,590,917 6,559,829 6,226,871 6,432,830

13,980,374 13,785,311 13,723,041 13,473,353 13,578,880
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 ８.　滞納整理事務  

（１）広域連合が行う主な事務 

 

ア　関係町村からの引受事案について、厳正かつ的確な滞納処分（財産調査・

捜索・財産差押等）を実施します。 

 

イ　差し押さえた財産については、インタ－ネット公売システム及び公売会に

より換価（売却）します。 

 

ウ　関係町村からの引受事案について、滞納処分の停止及び不納欠損処分が相

当と判断したときは、調査結果に意見を添えて、関係町村に通知します（引

受事案返還）。 

 

エ　関係町村の徴収体制強化に資するための研修等を実施し、徴収技術の向上

を図ります。 

 

オ　関係町村からの徴収事務に関する疑義照会等の相談に対応します。 

 

（２）令和６年度の実績について　　　 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）徴収実績等の推移について 

 

57.46%
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引受金額 連合徴収額 徴収率

 ア　収入状況 （単位：千円）

 区　   　分 本税(料) 税(料)外 合計

 本年度引受額 (A) 39,331 4,730 44,061

 収  入  額 (B) 20,627 4,693 25,320

 徴  収  率 52.44％ 99.21％ 57.46％

 前  年  度 (C) 18,027 4,419 22,446

 伸  長  率 (B/C) 114.42％ 106.20％ 112.80％

 イ　収入額（Ｂ）の内訳（単位：千円）

 区　　分 収入額 構成比

 差 押 収 入 額 4,467 17.64％

 誓 約 納 付 済 額 14,590 57.62％

 その他 の納付 額 6,263 24.74％

 合      計 25,320 100.00％
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 ア　引受人数、引受金額及び徴収実績

 
年度 引受人数（人） 引受金額（千円）

連合徴収額（千

円）
徴収率（％）

 平成 27 年度 165 151,847 86,254 56.80

 平成 28 年度 153 167,576 111,966 66.81

 平成 29 年度 176 169,841 100,028 58.89

 平成 30 年度 202 116,346 82,077 70.54

 令和元年度 219 91,950 61,509 66.89

 令和２年度 189 80,291 45,880 57.14

 令和３年度 180 75,061 48,933 65.19

 令和４年度 164 56,120 32,805 58.45

 令和５年度 157 43,697 22,446 51.36

 令和６年度 157 44,061 25,320 57.46

 合計 1,762 996,790 617,218 61.92

 イ　連合引受効果状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

 
年度

連合効果（直接的効果） 事前予告効果額 

（間接的効果）
合計

 納付額 誓約額 小計

 平成 27 年度 86,254 4,995 91,249 16,737 107,986

 平成 28 年度 111,966 1,998 113,964 15,178 129,142

 平成 29 年度 100,028 1,795 101,823 16,634 118,457

 平成 30 年度 82,077 1,612 83,689 10,808 94,497

 令和元年度 61,509 1,347 62,856 16,853 79,709

 令和２年度 45,880 1,059 46,939 19,629 66,568

 令和３年度 48,933 1,336 50,269 12,719 62,988

 令和４年度 32,805 621 33,426 8,785 42,211

 令和５年度 22,446 439 22,885 11,292 34,177

 令和６年度 25,320 434 25,754 16,414 42,168

 合計 617,218 15,636 632,854 145,049 777,903
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　９.　国民健康保険事業　

　　（１）広域連合が行う主な事務 

 

　　　ア　国民健康保険事業費納付金に関する事務 

　　　　　　関係町村からの分賦金を財源として、国民健康保険事業費納付金を北海

道へ納付します。 

 

　　　イ　被保険者の資格管理に関する事務 

　　　　（ア）資格確認書等の交付について 

　　　　　　　　資格確認書及び資格情報通知書を作成し、関係町村を経由して被保

険者に交付します。 

 

　　　　（イ）資格管理について 

　　　　　　　　被保険者台帳を作成し、被保険者の資格情報を管理します。 

　　　　　　　　被保険者の異動に関する事務を行います。 

　　　　　　　　関係町村で受け付けた標準負担額減額認定証及び限度額適用認定

証の申請書を審査し認定します。また、標準負担額減額認定台帳及び

限度額適用認定台帳を作成し管理します。 

 

　　　　（ウ）特別療養費の支給・解除の決定について 

　　　　　　　　関係町村からの申出に基づき、特別療養費の支給・解除を決定しま

す。 

 

　　　ウ　保険給付に関する事務 

　　　　（ア）保険給付について 

　　　　　　　　北海道国民健康保険団体連合会を通じて医療費を支払うほか、関

係町村で受け付けた申請書を審査し、申請者へ支給します。 

 

　　　　（イ）レセプト点検・過誤処理について 

　　　　　　　　関係町村すべてのレセプトデータを管理し、レセプト点検及び過誤

処理をします。 

 

　　　　（ウ）保険給付費等交付金について 

　　　　　　　　保険給付費等交付金の交付に関する事務を行います。 

 

　　　エ　国民健康保険事業報告に関する事務 

　　　　　　関係町村で作成した資料等を基に国民健康保険事業報告を作成します。 

 

　　　オ　保健事業に関する事務 

　　　　　　医療費を分析し、医療費適正化のための方策や課題の発見に努めます。 

　　　　　　広域連合及び関係町村は、保健事業実施計画（データヘルス計画）を策
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定し評価等をします。 

　　　　　　特定健康診査等実施計画を策定し評価等をします。 

　　　　　　特定健康診査及び特定保健指導に関する事務を関係町村へ委託します。 

 

　　　カ　国民健康保険運営協議会に関する事務 

　　　　　　該当する関係町村からの推薦により委嘱した国民健康保険運営協議会

委員によって構成する国民健康保険運営協議会を設置し、その事務を行い

ます。 

 

　　　キ　各種補助金等の申請に関する事務 

　　　　　　関係町村で作成した調書及び報告書等を基に、道が申請する各種補助金

等の基礎資料作成に関する事務を行います。 

 

 

　　（２）国民健康保険被保険者数の状況について（各年度末時点） 

 

　　　※　人口は住民基本台帳ネットワークシステムでの人数を掲載しています。 

 

 

　　（３）財政状況について 
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人口 国保被保険者数 加入率

 年　度 収入決算額（千円） 支出決算額（千円） 収支差引額（千円）

 令和２年度 7,099,910 6,982,430 117,480

 令和３年度 7,022,297 6,917,164 105,133

 令和４年度 7,171,008 7,043,218 127,790

 令和５年度 6,888,364 6,778,087 110,277

 令和６年度 6,824,451 6,715,962 108,489
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　　（４）収納の実績について（関係町村の収納率・現年分） 

 

　　（５）保険給付の実績について 

 年　度 調定額（円） 収納額（円） 収納率（％）

 令和２年度 1,570,004,200 1,529,998,282 97.45

 令和３年度 1,535,403,500 1,501,606,493 97.80

 令和４年度 1,501,844,200 1,470,540,061 97.92

 令和５年度 1,503,008,600 1,471,101,418 97.88

 令和６年度 1,449,820,700 1,417,506,914 97.77

 年　度 保険給付費（円）

 令和２年度 4,340,912,715

 令和３年度 4,397,723,019

 令和４年度 4,613,554,180

 令和５年度 4,301,085,195

 令和６年度 4,183,518,757
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 １０.　介護保険事業  

（１）広域連合が行う主な事務 

 

ア　被保険者の資格管理に関する事務 

（ア）被保険者証の発行 

被保険者証を作成し、被保険者へ交付します。 

（イ）資格管理について 

被保険者台帳を作成し、そのデータ管理を行います。 

 

イ　介護認定に関する事務 

（ア）認定審査結果の通知 

介護認定審査会の審査結果に基づき、被保険者及び関係町村に通知

します。 

（イ）認定審査結果の管理 

認定審査結果の管理を行います。 

 

ウ　保険給付に関する事務 

（ア）介護・予防給付について 

サービス事業者からの介護給付費請求に基づき、国保連合会を通じ

て介護給付費を支払います。 

（イ）現物給付又は現金給付（償還払い） 

要介護・要支援認定者からの高額介護サービス費、居宅介護福祉

用具購入費、居宅介護住宅改修費及び高額医療合算介護サービス費

申請を審査し、申請者へ支給決定の通知を行います。 

（ウ）特定入所者利用者負担額の減免に係る認定事務 

施設サービス及び短期入所サービスの食費、居住費の利用者負担額

の減免申請を審査し、認定を行います。 

（エ）負担割合証の発行 

負担割合証を作成し、被保険者へ交付します。 

　　　　（オ）給付適正化事務について 

　　　　　　　　ケアプラン点検を実施し、給付適正化を図ります。 

 

エ　指定地域密着型サービス事業者等に関する事務 

指定地域密着型サービス事業者等の指定（変更）申請書の受理、審査、

決定等を行います。 

 

オ　指定介護予防支援事業者に関する事務 

指定介護予防支援事業者の指定（変更）申請書の受理、審査、決定等を

行います。 
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カ　指定居宅介護支援事業者に関する事務 

指定居宅介護支援事業者の指定（変更）申請書の受理、審 

査、決定等を行います。 

 

キ　介護保険事業状況報告等に関する事務 

介護保険事業状況報告等に関する事務を行います。 

 

ク　地域支援事業に関する事務 

地域支援事業は、関係町村への委託により実施します。 

 

ケ　地域包括支援センターに関する事務 

地域包括支援センター設置届の受理、審査を行います。 

また、地域包括支援センターの適切な運営を図るために地域包括支援セ 

ンター運営協議会を設置し、運営します。 

 

コ　介護保険事業計画に関する事務 

３年毎に策定する介護保険事業計画について、関係町村と協議の上、策

定します。また、策定にあたっては、その都度、介護保険事業計画策定委

員会を設置し、関係町村との広域的方策の検討・調整を行います。 

また、介護保険事業計画の推進にあたり、地域全体の高齢者施策を効果

的・継続的に取り組むことを目的として会議・研修会を実施します。 

 

サ　介護保険料の賦課及び徴収に関する事務 

介護保険料の賦課を行い、関係町村と連携を図り保険料の徴収を行いま

す。 

 

シ　保健福祉事業に関する事務 

関係町村の高齢者に関する保健福祉事業と介護保険事業計画が整合性

のあるものとなるよう必要な連絡調整を行います。 

 

ス　介護保険事業特別会計の設置 

介護保険事業特別会計を設置し、介護保険会計事務を処理します。 

 

セ　介護保険基金の管理 

基金の管理を行います。 

 

ソ　相談及び苦情への対応 

介護保険に関する住民からの相談や苦情に対し、関係町と緊密に連携

し、対応を行います。 
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（２）介護保険事業の状況について 

 

ア　第１号被保険者数　　　　　　　　　　　　　　　　　（年度末現在　単位：人） 

 

 

 

 

 

 

 

イ　要介護（要支援）認定者数　　　　　　　　　　　　　（年度末現在　単位：人） 
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 区　　　分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

 
第 １ 号 
被保険者

（１）

65 歳以上 
75 歳未満

319 333 334 302 269

 75 歳以上 3,468 3,372 3,283 3,300 3,283

 小計 3,787 3,705 3,617 3,602 3,552

 第２号被保険者(２) 53 59 54 49 49

 合計(１)＋(２） 3,840 3,764 3,671 3,651 3,601
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ウ　介護（介護予防）サービス受給者　　　　　　　　　　 　（延べ人数、単位：人） 

 

 

 

 

エ　介護（介護予防）サービス給付費　　　　　　　　　　 　　　（単位：千円） 

 

 

 

※　各数値は介護保険状況報告（年報）より引用。　 
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 １１.　行政不服審査会事業  

 
（１）広域連合が行う主な事務 

 

ア　後志広域連合行政不服審査会の設置 

行政不服審査法（平成 26 年法律第 68 号）第 81 条第１項の規定により、 

後志広域連合及び関係町村の審査請求に係る諮問に対する答申、調査審議 

その他法に基づきその権限に属させられた事項を処理するため、後志広域 

連合行政不服審査会を設置しました。 

 

イ　設置年月日 

　　　　　　平成 28 年４月１日 

 

ウ　組織構成 

　　　　　　委員３名で構成し、委員から会長１名を委員の互選により決定します。 

関係町村等の審査請求に係る諮問の都度委嘱します。 

 

エ　委員任期 

　　　　　　委嘱の日から当該諮問に対する答申及び調査審議等が終了するまでの

期間です。 

 

（２）行政不服審査会開催状況 

 

ア　令和３年度第１回後志広域連合行政不服審査会 

　　　　・　開催日時　　令和３年 10 月 20 日 

　　　　・　場　　所　　倶知安町役場　２階会議室 

 

イ　令和３年度第２回後志広域連合行政不服審査会 

　　　　・　開催日時　　令和３年 10 月 28 日 

　　　　・　場　　所　　後志教育研修センター　２階会議室
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○ TEL 0136-55-8010
○ TEL 0136-55-8011
○ TEL 0136-55-8012
○ TEL 0136-55-8013

後　　志　　広　　域　　連　　合

〒044-8588　
虻田郡倶知安町北１条東２丁目　後志合同庁舎車庫棟２階

総 務 課
税 務 課
国 民 健 康 保 険 課
介 護 保 険 課


